
議案８－１ 

第８号議案 

 

久留米市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 

 

上記の議案を提出する。 

令和３年３月３０日 

教育長 井  上  謙  介  

 

提案理由 

令和３年４月１日付の人事異動に伴い、久留米市教育委員会事務局に

置く職位について規定するとともに、市長部局の組織に準じて用語の整

理等を行うため、規則の一部を改正しようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案当日配布  

 



議案８－２ 

久留米市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 

 

久留米市教育委員会事務局組織規則（昭和４４年久留米市教育委員会

規則第１号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「久留米市教育委員会事務局」を「、久留米市教育委員会事

務局」に改める。 

第２条中「次」を「、次」に改める。 

第３条（見出しを含む。）中「組織」を「内部組織」に改める。 

第４条第１項中「平成１７年」を「平成１６年」に改め、同条第３項

中「組織」を「内部組織」に、「事務分掌」を「分掌事務」に改める。 

 第５条第２項中「前項の」を「前項に定める」に改め、「担当次長」の

次に「、担当課長」を加え、「及び主査」を「、主査又は専門主査（事務

主査、技術主査、担当主査等をいう。）」に改める。 

 第６条の見出し中「指導主事等」を「指導主幹等」に改め、同条第１

項を次のように改める。 

法第１８条第２項の規定により、必要に応じ、事務局に指導主幹、

人事管理主任、指導主任、人事管理主事及び指導主事を置くことがで

きる。 

第７条の見出しを「（各職位の基本職能等）」に改め、同条第１項を次

のように改める。 

第５条に規定する各職位の基本職能は、市職員の例による。 

 第７条第２項中「又は課長等」を「、課長等又は担当課長」に改める。 

   附  則  

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 



久留米市教育委員会事務局組織規則 新旧対照（抄） 

現行 改正案

（目的） （目的）

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

３１年法律第１６２号。以下「法」という。）第１７条第２項の規定

に基づき久留米市教育委員会事務局（以下「事務局」という。）の内

部組織及び事務分掌について必要な事項を定めることを目的とする。

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

３１年法律第１６２号。以下「法」という。）第１７条第２項の規定

に基づき、久留米市教育委員会事務局（以下「事務局」という。）の

内部組織及び事務分掌について必要な事項を定めることを目的とす

る。

（職名） （職名）

第２条 事務局職員の職名は次のとおりとする。 第２条 事務局職員の職名は、次のとおりとする。

指導主事 指導主事

事務職員 事務職員

技術職員 技術職員

（組織及び分掌事務） （内部組織及び分掌事務）

第３条 事務局の組織及び分掌事務は、別に定めるもののほか、別表第

１に掲げるとおりとする。

第３条 事務局の内部組織及び分掌事務は、別に定めるもののほか、別

表第１に掲げるとおりとする。

（事務所） （事務所）

第４条 事務局の事務を分掌させるため、久留米市総合支所設置条例（平

成１７年久留米市条例第４３号）により設置された総合支所の各所管

区域に、教育委員会の事務所を設ける。

第４条 事務局の事務を分掌させるため、久留米市総合支所設置条例（平

成１６年久留米市条例第４３号）により設置された総合支所の各所管

区域に、教育委員会の事務所を設ける。
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２ 事務所は、所管区域内における教育委員会の権限に属する事務の一

部を分掌するとともに、事務の執行にあたっては、分掌事務の区分に

より事務局の組織又は教育機関が事務の指導及び調整を行う。

２ 事務所は、所管区域内における教育委員会の権限に属する事務の一

部を分掌するとともに、事務の執行にあたっては、分掌事務の区分に

より事務局の組織又は教育機関が事務の指導及び調整を行う。

３ 事務所の組織及び事務分掌は、別表第２に掲げるとおりとする。 ３ 事務所の内部組織及び分掌事務は、別表第２に掲げるとおりとする。 

（職位の設定） （職位の設定）

第５条 部に部長及び次長、課に課長、事務所に所長（以下「課長等」

という。）を置く。

第５条 部に部長及び次長、課に課長、事務所に所長（以下「課長等」

という。）を置く。

２ 前項の職員のほか、必要に応じ、担当部長、担当次長、主幹、課長

補佐（部補佐を含む。以下同じ。）及び主査を置くことができる。

２ 前項に定める職員のほか、必要に応じ、担当部長、担当次長、担当

課長、主幹、課長補佐（部補佐を含む。以下同じ。）、主査又は専門

主査（事務主査、技術主査、担当主査等をいう。）を置くことができ

る。

（指導主事等の設置） （指導主幹等の設置）

第６条 法第１８条第２項の規定により、教職員課に人事管理主任又は

人事管理主事を、学校教育課に指導主幹、指導主任及び指導主事を、

学校保健課及び教育ICT推進課に指導主任又は指導主事を置く。 

第６条 法第１８条第２項の規定により、必要に応じ、事務局に指導主

幹、人事管理主任、指導主任、人事管理主事及び指導主事を置くこと

ができる。

２ 指導主幹は主幹とし、人事管理主任及び指導主任は課長補佐とし、

人事管理主事及び指導主事は主査とする。

２ 指導主幹は主幹とし、人事管理主任及び指導主任は課長補佐とし、

人事管理主事及び指導主事は主査とする。

（職務権限） （各職位の基本職能等） 

第７条 部長、担当部長、次長、担当次長、課長、所長、主幹、課長補

佐及び主査は、それぞれ上司の命を受けてその所管事務を処理し、所

属職員を指揮監督する。

第７条 第５条に規定する各職位の基本職能は、市職員の例による。
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２ 所属職員の事務分担は、市職員の例により、次長又は課長等が定め

る。

２ 所属職員の事務分担は、市職員の例により、次長、課長等又は担当

課長が定める。

（プロジェクト等の設置） （プロジェクト等の設置）

第８条 教育委員会は、臨時又は特別の事務であって、総合的又は効率

的な事務の処理を行うため必要がある場合は、別に定めるところによ

りプロジェクトチーム又は委員会等の組織を設けて処理することがで

きる。

第８条 教育委員会は、臨時又は特別の事務であって、総合的又は効率

的な事務の処理を行うため必要がある場合は、別に定めるところによ

りプロジェクトチーム又は委員会等の組織を設けて処理することがで

きる。

（準用規定） （準用規定）

第９条 （略） 第９条 （略）
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議案９－１ 

第 ９ 号 議 案

久 留 米 市 立 小 中 学 校 等 管 理 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

上 記 の 議 案 を 提 出 す る 。

令 和 ３ 年 ３ 月 ３ ０ 日

教 育 長  井  上 謙 介

提 案 理 由

久 留 米 市 立 小 中 学 校 等 教 育 職 員 の 業 務 量 の 適 切 な 管 理 を 行 い 、時 間

外 在 校 等 時 間 の 上 限 を 定 め る た め 、久 留 米 市 立 小 中 学 校 等 管 理 規 則 の

一 部 を 改 正 し よ う と す る も の で あ る 。  



議案９－２ 

 

   久留米市立小中学校等管理規則の一部を改正する規則 

 

 久留米市立小中学校等管理規則（昭和３２年久留米市教育委員会規則

第６号）の一部を次のように改正する。 

 第２８条を第２９条とする。 

第７章を第８章とし、第６章の次に次の１章を加える。 

第７章  業務量の管理 

（教育職員の業務量の適切な管理等） 

第２８条 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措

置法（昭和４６年法律第７７号。以下「給特法」という。）第２条第

２項に規定する教育職員（以下「教育職員」という。）の健康及び福

祉の確保を図るため、在校等時間（給特法第７条の規定により文部科

学大臣が定める指針に規定する在校等時間をいう。）から福岡県職員

の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１０年福岡県条例第１号）第

１０条に規定する休日（同条例第１１条に基づき代休日が指定された

日を除く。）以外の日における同条例第９条第１項に規定する正規の

勤務時間（以下「正規の勤務時間」という。）を除いた時間（以下「

時間外在校等時間」という。）の上限を定めることとし、当該上限に

ついては、次のとおりとする。 

(1)  １箇月につき ４５時間 

(2) １年につき ３６０時間 

２  教育職員が児童生徒に係る通常予見することのできない業務量の大

幅な増加等に伴い、一時的又は突発的に正規の勤務時間以外の時間に 

業務を行わざるを得ない場合の時間外在校等時間の上限については、 

前項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

(1)  １箇月につき １００時間未満 

(2) １年につき ７２０時間 

(3) １箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１箇月、２  

箇月、３箇月、４箇月及び５箇月の期間を加えたそれぞれの期間に



議案９－３ 

 

おいて１箇月当たりの平均時間につき ８０時間 

 (4) １年のうち１箇月において正規の勤務時間以外の時間において 

４５時間を超えて業務を行う月数につき ６箇月 

３  校長は、前２項に定める時間外在校等時間の上限を超えないよう当 

該学校の教育職員の業務量を管理しなければならない。 

４  教育委員会は、前項の規定に基づき校長が行う当該学校の教育職員 

の業務量の管理が適切に行われるよう管理するものとする。 

附  則  

この規則は、令和３年４月１日から施行する。            



 

久留米市立小中学校等管理規則（昭和３２年教育委員会規則第６号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（新設） 

 

第７章  業務量の管理 

（教育職員の業務量の適切な管理等） 

第２８条 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別

措置法（昭和４６年法律第７７号。以下「給特法」という。）第２条

第２項に規定する教育職員（以下「教育職員」という。）の健康及び

福祉の確保を図るため、在校等時間（給特法第７条の規定により文

部科学大臣が定める指針に規定する在校等時間をいう。）から福岡県

職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１０年福岡県条例第１

号）第１０条に規定する休日（同条例第１１条に基づき代休日が指

定された日を除く。）以外の日における同条例第９条第１項に規定す

る正規の勤務時間（以下「正規の勤務時間」という。）を除いた時間

（以下「時間外在校等時間」という。）の上限を定めることとし、当

該上限については、次のとおりとする 

 (1) １箇月につき ４５時間 

(2) １年につき ３６０時間 

２ 教育職員が児童生徒に係る通常予見することのできない業務量の

大幅な増加等に伴い、一時的又は突発的に正規の勤務時間以外の時

間に業務を行わざるを得ない場合の時間外在校等時間の上限につい

ては、前項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

(1)  １箇月につき １００時間未満 

(2) １年につき ７２０時間 

(3) １箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１箇月、２

箇月、３箇月、４箇月及び５箇月の期間を加えたそれぞれの期間

において１箇月当たりの平均時間につき ８０時間 

(4) １年のうち１箇月において正規の勤務時間以外の時間におい

て４５時間を超えて業務を行う月数につき ６箇月 
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３ 校長は、前２項の時間外在校等時間の上限を超えないよう当該学校

の教育職員の業務量を管理しなければならない。 

４ 教育委員会は、前項の規定に基づき校長が行う当該学校の教育職員

の業務量の管理が適切に行われるよう管理するものとする。 

  附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

議
案
９
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公印省略 
                             ２教教第３３１７号  

     令 和 ３ 年 １ 月 ５ 日  
 
 各市町村（学校組合）教育委員会教育長 殿 
 （指定都市を除く。） 
 
                           福岡県教育委員会教育長 
 
 

福岡県立学校管理規則の一部改正について（通知） 
 
 
 このことについて、別添写しのとおり各県立学校長宛て通知しましたので、お知らせしま

す。 
 貴職におかれましては、市町村立学校に勤務する教育職員の服務監督者として、「公立学校

の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の

健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針」及び本規則等を参考に、在校

等時間の上限等に関する方針を教育委員会規則等において定めるとともに在校等時間の客観

的な計測をはじめとした必要な措置を講じていただきますようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件担当 

（教諭等の標準的な職務に関すること） 

教職員課県立学校係 

TEL：092-643-3893 FAX：092-643-3896 

（時間外在校等時間の上限に関すること） 

教職員課福利・職員係 

TEL：092-643-3891  FAX：092-643-3896 

 

 

 

議案９―資料３ 

 



公印省略               写 

                             ２教教第３３１７号  
     令 和 ３ 年 １ 月 ５ 日  

各県立学校長 殿 

                           福岡県教育委員会教育長 
 

福岡県立学校管理規則の一部改正について（通知） 
 
 このことについて、「福岡県立学校管理規則」（昭和３２年福岡県教育委員会規則第１３号）

の一部を別添新旧対照表のとおり改正することとしましたので、通知します。 
 ついては、所属職員が時間外在校等時間の上限を超えないよう業務量の適切な管理を行う

とともに、勤務時間の適正な把握に努めていただきますようお願いします。 
 

記 
  
 １ 改正内容 
（１）教諭等の標準的な職務の内容及び職務の遂行に関し、教育長が必要な事項を別に定

める旨の規定を整備するもの。 

（２）教育職員の健康及び福祉の確保を図るため、時間外在校等時間の上限を定めるもの。 

①１か月の時間外在校等時間について、４５時間以内 

②１年間の時間外在校等時間について、３６０時間以内 

※児童生徒等に係る臨時的な特別の事情により業務を行わざるを得ない場合は、１

か月の時間外在校等時間１００時間未満、１年間の時間外在校等時間７２０時間以

内（連続する複数月の平均時間外在校等時間８０時間以内、かつ、時間外在校等時

間４５時間超の月は年間６か月まで） 

 ２ 施行期日 
  令和３年４月１日 
３ その他 

別途、教諭等の標準的な職務の内容及び職務の遂行に関する要綱（仮称）を定める予

定であること。 

 

本件担当 

（教諭等の標準的な職務に関すること） 

教職員課県立学校係 

TEL：092-643-3893 FAX：092-643-3896 

（時間外在校等時間の上限に関すること） 

教職員課福利・職員係 

TEL：092-643-3891  FAX：092-643-3896 

 

 

議案９―資料４ 

 



議案１０－１ 

第 １ ０ 号 議 案  

 

学 校 評 議 員 の 委 嘱 に つ い て  

 

上 記 の 議 案 を 提 出 す る 。  

令 和 ３ 年 ３ 月 ３ ０ 日  

教 育 長  井  上  謙  介  

 

提 案 理 由  

 学 校 評 議 員 の 任 期 満 了 に 伴 い 、学 校 教 育 法 施 行 規 則（ 昭 和 ２ ２ 年 ５

月 ２ ３ 日 文 部 省 令 第 １ １ 号 ）第 １ ０ ４ 条 及 び 第 １ ３ ５ 条 並 び に 久 留 米

市 立 高 等 学 校 管 理 規 則 （ 昭 和 ３ ２ 年 久 留 米 市 教 育 委 員 会 規 則 第 ５ 号 ）

第 １ ２ 条 の ２ 第 ３ 項 及 び 久 留 米 市 立 小 中 学 校 等 管 理 規 則（ 昭 和 ３ ２ 年

久 留 米 市 教 育 委 員 会 規 則 第 ６ 号 ）第 １ ４ 条 の ３ 第 ３ 項 の 規 定 に 基 づ き 、

高 等 学 校 ２ 校 、特 別 支 援 学 校 １ 校 に お い て 、当 該 学 校 の 校 長 の 推 薦 に

よ り 、 学 校 評 議 員 を 委 嘱 し よ う と す る も の で あ る 。  



学　校 氏  　名 所属及び経歴 任期

木村　修一
株式会社木村建設運輸代表取締役会長
久留米商業高等学校同窓会会長

野口　裕史
南校区まちづくり協議会
南校区コミュニティセンター長

北島　香代子
株式会社nikotto代表取締役
日本損害保険代理業協会理事

宮崎　智美 青翠法律事務所弁護士

轟　照隆
久留米市議会議員
元ＰＴＡ会長

大藪　志保子
久留米大学法学部准教授
福岡家庭裁判所久留米支部家事調停委員

野瀬　修一 元ＰＴＡ会長

狩野　啓子 久留米大学文学部国際文化学科教授

角　栄子
株式会社角養翠園取締役専務
南筑高等学校同窓会会長

緒方　徹
中小企業家同友会久留米支部支部長
久留米板金工業組合支部長兼副理事長

松隈　敏昭 合川校区人権推進協議会会長

田坂　公 福岡大学商学部教授

上野　勝旦 南校区人権啓発推進協議会会長 元久留米市立津福小学校長

古賀　俊彦 南校区津福自治会会長

野瀬　修
社会福祉法人悠光会総括管理者
障害者支援施設「太陽の園」園長

深川　和美
NPO法人フレンドスクール理事
元ＰＴＡ会長

金子 みゆき
久留米市手をつなぐ育成会理事
Ｓネット理事

矢野　井史
県教育庁北筑後教育事務所相談員
元県立特別支援学校「福岡高等学園」校長
元県教育委員会義務教育課学事係参事補佐兼指導主事

長井 孝二郎
久留米大学小児科医師
久留米特別支援学校医療的ケア指導医

  学校教育法施行規則（昭和２２年５月２３日文部省令第１１号）第１０４条及び第１
３５条並びに久留米市立高等学校管理規則（昭和３２年久留米市教育委員会規則第５
号）第１２条の２第３項及び久留米市立小中学校等管理規則（昭和３２年久留米市教育
委員会規則第６号）第１４条の３第３項の規定に基づき、下記の者を、学校評議員に委
嘱する。

学校評議員の委嘱について

記

南筑
高等学校

久留米特別
支援学校

令和３年
4月1日
  ～

令和４年
3月31日

令和３年
4月1日
  ～

令和４年
3月31日

令和３年
4月1日
  ～

令和４年
3月31日

久留米商業
高等学校

議案１０－２



学　校 氏  　名 所属及び経歴 氏  　名 所属及び経歴

木村　修一
株式会社木村建設運輸代表取締役会長
久留米商業高等学校同窓会会長

木村　修一
株式会社木村建設運輸代表取締役会長
久留米商業高等学校同窓会会長

野口　裕史
南校区まちづくり協議会
南校区コミュニティセンター長

野口　裕史
南校区まちづくり協議会
南校区コミュニティセンター長

北島　香代子
株式会社nikotto代表取締役
日本損害保険代理業協会理事

北島　香代子
株式会社nikotto代表取締役
日本損害保険代理業協会理事

宮崎　智美 青翠法律事務所弁護士 宮崎　智美 青翠法律事務所弁護士

轟　照隆
久留米市議会議員
元ＰＴＡ会長

轟　照隆
久留米市議会議員
元ＰＴＡ会長

大藪　志保子
久留米大学法学部准教授
福岡家庭裁判所久留米支部家事調停委員

大藪　志保子
久留米大学法学部准教授
福岡家庭裁判所久留米支部家事調停委員

野瀬　修一 元ＰＴＡ会長 野瀬　修一 元ＰＴＡ会長

狩野　啓子 久留米大学文学部国際文化学科教授 狩野　啓子 久留米大学文学部国際文化学科教授

角　栄子
株式会社角養翠園取締役専務
南筑高等高校同窓会会長

角　栄子
株式会社角養翠園取締役専務
南筑高等高校同窓会会長

緒方　徹
中小企業家同友会久留米支部支部長
久留米板金工業組合支部長兼副理事長

緒方　徹
中小企業家同友会久留米支部支部長
久留米板金工業組合支部長兼副理事長

松隈　敏昭 合川校区人権推進協議会会長 松隈　敏昭 合川校区人権推進協議会会長

田坂　公 福岡大学商学部教授 田坂　公 福岡大学商学部教授

上野　勝旦
南校区人権啓発推進協議会会長
元久留米市立津福小学校長

上野　勝旦
南校区人権啓発推進協議会会長
元久留米市立津福小学校長

古賀　俊彦 南校区津福自治会会長 古賀　俊彦 南校区津福自治会会長

野瀬　修
社会福祉法人悠光会総括管理者
障害者支援施設「太陽の園」園長

野瀬　修
社会福祉法人悠光会総括管理者
障害者支援施設「太陽の園」園長

深川　和美
NPO法人フレンドスクール理事
元ＰＴＡ会長

深川　和美
NPO法人フレンドスクール理事
元ＰＴＡ会長

金子 みゆき
久留米市手をつなぐ育成会理事
Ｓネット理事

金子 みゆき
久留米市手をつなぐ育成会理事
Ｓネット理事

矢野　井史

県教育庁北筑後教育事務所相談員
元県立特別支援学校「福岡高等学園」校長
元県教育委員会義務教育課学事係参事補佐兼指導主
事

矢野　井史

県教育庁北筑後教育事務所相談員
元県立特別支援学校「福岡高等学園」校長
元県教育委員会義務教育課学事係参事補佐兼指導主
事

長井 孝二郎
久留米大学小児科医師
久留米特別支援学校医療的ケア指導医

長井 孝二郎
久留米大学小児科医師
久留米特別支援学校医療的ケア指導医

南筑
高等
学校

久留米
特別
支援
学校

学校評議員新旧対照表

旧名簿 新名簿

久留米
商業
高等
学校

議案１０－資料１



 
議案１０－資料２ 

久留米市立小中学校等管理規則 

（目的） 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）

第 33 条の規定に基づき、久留米市立小学校、中学校及び特別支援学校（以下「学校」とい

う。）の管理運営の基本的事項を定めることを目的とする。 

（学校評議員） 

第１４条の３ 教育委員会は、校長の求めに応じ、学校に学校評議員を置くことができる。 

２ 学校評議員は、校長の求めに応じ、学校運営に関し意見を述べることができる。 

３ 学校評議員は、当該学校の職員以外の者で教育に関する理解及び識見を有する者のうち

から、校長の推薦により、教育委員会が委嘱する。 

４ 学校評議員の運営に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

 

久留米市立高等学校管理規則 

（学校評議員） 

第１２条の２ 校長は、教育委員会の承認を得て学校に学校評議員を置くことができる。 

２ 学校評議員は、校長の求めに応じ、学校運営に関し意見を述べることができる。 

３ 学校評議員は、当該学校の職員以外の者で教育に関する理解及び識見を有する者のうち

から、校長の推薦により、教育委員会が委嘱する。 

４ 学校評議員の運営等に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

 

久留米市学校評議員運営規程 

（組織） 

第２条 学校評議員は、各学校において 7 人を超えることができない。 

（学校評議員の任期等） 

第３条 学校評議員の任期は、4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までとする。ただし、これにより

難い場合は、委嘱の日からその日の属する年度の 3 月 31 日までとする。 



協議１－１ 

教
育
に
関
す
る
大
綱

振
興
プ
ラ
ン

教
育
施
策
要
綱

基本方針を中項目に反映

内容を踏まえ策定 プランの構成を反映

予
算
基
本
方
針

（学校教育分野）

毎年度見直し

令和３年度久留米市教育施策要綱（案） 

１ 教育施策要綱の趣旨 

令和３年度の教育行政の推進にあたり、具体的な施策方針である久留米市教

育施策要綱を策定するもの。 

２ 教育施策要綱の構成について 

｢教育に関する大綱｣及び「久留米市教育振興プラン」が令和２年度からスタ

ートしたことから、施策要綱の構成を次のとおりとする。 

○ 施策要綱は、教育に関する大綱の基本方針に沿って施策を実施するための

年度計画として策定する。

○ 施策要綱の学校教育分野においては、教育振興プランの構成を踏まえ、プ

ランの実施計画として策定する。

○ 予算との整合を図るため、教育委員会事業（教育部、市民文化部等）に係

る予算基本方針をもとに施策を分類する。

施策要綱の位置付けイメージ 

教育委員会資料 

令和３年３月３０日 

教育部総務 



協議１－２ 

３ 教育施策要綱の概要 

項  目 内  容 

はじめに 

 

総合教育会議の設置、教育に関する大綱の策

定、大綱の基本方針及び施策要綱の位置付け

について記載する。また、新型コロナウイル

ス感染症による影響について記載する。 

第１章 

教育施策の重点課題と対応方針 

総括的な考え方として、教育に関する大綱に

掲げた教育理念と基本方針を踏まえた施策を

推進していくものとし、令和３年度当初予算

の基本方針を記載する。 

第２章 

教育行政の主要施策の展開 

教育に関する大綱の基本方針をもとに各施策

の項目を予算基本方針によって、項目設定す

る。また、新型コロナウイルス感染症対策に

伴う取組について記載する。 

  

Ⅰ 「生きる力」を育み、元気と笑顔があふれる子どもを 

   育てる教育 

    教育振興プランの推進  

  

 Ⅱ 生涯学び、活躍できる環境を整え、心豊かな市民生活 

   をおくることができるまちづくり 

  １ 生涯学習・社会教育の推進 

  ２ 歴史遺産の保護・活用 

  ３ スポーツの推進 

  ４ 市民の自己学習の場としての図書館づくり 

 

 Ⅲ 新型コロナウイルス感染症対策 

 

 Ⅳ 教育施策の重点事業 

    Ⅰ・Ⅱで記載した事業のうち、特に重点的に推進していく事業に 

ついて、事業内容や評価方法について記載する。 

 

 



令和３年度 久留⽶市教育委員会 学校教育に関する施策体系（案）

１ 今の⼦どもたちが成⻑して活躍する
社会は、多様化・グローバル化・情報
技術⾰新・不確実性が際⽴つ社会

２ ⼈⼝減少の中で、本市が持続的に発
展するための住みやすいまちづくりに
は、教育が重要なファクター（教育で
選ばれる都市づくり）

３ 校内通信環境の整備とコンピュータ
端末の配備によって、教室における学
びのインフラが劇的に進化

４ 教員の⼤量退職に伴う⼤幅な世代交
代で⾼まる⼈材育成ニーズ

５ 児童⽣徒の偏在と学校施設の⽼朽化

６ Withコロナの時代に相応しい学校
運営の構築

学校教育を取り巻く状況 状況を踏まえた重点課題

⼀⼈ひとりが個性に応じて社会で活躍
できる⼒

様々な意⾒を調整しながら課題を解決
し、新しい価値を創造する⼒

久留⽶への愛着と誇りを持ち、どこで
暮らしても貢献を思う気持ち

自己実現し、社会に貢献するための
学力の保障と向上

⼈権教育推進
プロジェクト

総務学校施設課

施設計画・整備・維持管理

教職員課

外壁 空調機

学校教育課

教科・⽣徒指導・⼈権教育・相談
児童数の推移

教育ＩＣＴ推進課

教育の情報化推進

個別最適化・協働的な学び

学校保健課

保健衛⽣･給⾷

感染症対策

教育センター

教育事務所

学校給⾷共同調理場

市⽴学校

市⽴学校における
働き⽅改⾰推進本部

教育に関する⼤綱 久留⽶市教育振興プラン

ともに未来を創る「くるめっ⼦」の育成

市⻑ 教育委員会

探究心に火を
つけろ

久留⽶の○○博⼠
など個性溢れる才
能を応援

特色ある教育
実践指定

各学校の伝統と強
みを活かした特⾊
ある学校づくり

令和３年度スローガン
未来の学び、未来の教育へチャレンジ

授業スタンダード・学校統合

学校施設のあり⽅
検討プロジェクト

教育ICTモデ
ル校指定

先進的な教育実践
による活⽤向上と
全校への展開

⺠間企業
Googleﾊﾟｰﾄﾅｰ

⾃治体ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑなど

⼈事服務管理

ベクトルを
合わせる

働き⽅改⾰

学びが⼈をつくり
地域が⼈を育み
輝く未来を創る
総合教育会議

⼈権
同和
教育

特別
⽀援
教育

ｷｬﾘｱ
教育

教育ＩＣＴ

有為な⼈材
教育政策ｼﾝｸﾀﾝｸ

外部登⽤
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報告３－１ 

 

 

 

感染症を防止し、差別や偏見を許さないシンボルマークの作成について 

 

１ 趣旨 

  学校及び教育委員会において、新型コロナウイルス感染症を防止し、感染症によ

るものをはじめ、あらゆる差別や偏見を許さないための取組を一層進めることとし

ており、そのシンボルマークを作成します。 

 

２ 活用方法 

① 作成したシンボルマークは、缶バッジを作成して教員・児童生徒・教育委員会

事務局の着用を促すとともに、印刷物や配布物へ印刷するなどして活用します。 

② 缶バッジの作成費用については、福岡酸素株式会社様の寄付金を活用させてい

ただきます。 

 

３ デザインの選定 

  市立高校の美術部に対して公募し、３０点の応募がありました。その作品の中か

ら、教育委員会で厳正に選考のうえ、次のとおり選定しました。 

 

教育長賞 

 缶バッジ等のパブリシティで活用 

 表彰状・副賞（図書カード１万円分） 

 

           南筑高等学校２年 堀江 玲来 さん 

            生きている中で、喜び・悲しみ・怒り・楽しみがあるが、

どんな人も明るく輝いている人生になって欲しいと思

い描きました。    

 

 

 

優秀賞 

 表彰状・副賞（図書カード５千円分） 

 

           久留米商業高等学校２年 龍 愛華 さん 

            現在、新型コロナウイルスにかかっている人が少しずつ

でもその数を減らし、今までの生活を取り戻すことがで

きたらいいという願いを込めました。 

    

教 育 委 員 会 資 料 

令和３年３月３０日 

教 育 部 総 務 

 



報告３－２ 

 

優秀賞 

 表彰状・副賞（図書カード５千円分） 

 

           久留米商業高等学校１年 川口 陽菜 さん 

            コロナだからという差別をなくし、地球全体でコロナを

抱きしめて、人と人の手を取り合いながら助け合って差

別をなくそうという意味を込めて描きました。 

    

 

 

特別賞 

 表彰状・副賞（図書カード２千円分） 

 

           南筑高等学校１年 大津 小夏海 さん 

            人物には、マスクを付けて口元に差別や偏見を言わない

という意味を込めた指を描きました。この指には会話を

控える、大声を出さないといった意味も込めています。 

    

 

 

アイデア賞 

 表彰状・副賞（図書カード２千円分） 

 

           南筑高等学校２年 山﨑 睦 さん 

            旗を掲げる行動は「理想や目的を世間に示し、それに向

かって行動する」を、黄色は喜びを意味し、誰もが喜び

笑っていられるような目的に向かって行動するという

意味を込めました。 

 

 

 

 

 

 



令和3年３月２１日（日）に、久留米市立下田小学校並びに久留米市立浮島小学校の閉校
式を開催いたしました。
朝方まで雨が残りましたが、児童・保護者・卒業生・地域の方・教職員などたくさんの

方々に立ち会っていただき、約１４０年愛していただいた学校の歴史に幕を降ろしました。
これまで、子どもたちの教育環境・教育条件をより良いものにするために、小学校統合

の協議にご協力をいただき、本当にありがとうございました。
今後も、子どもたちへの教育にご支援やご協力をよろしくお願いいたします。

閉校式のようす

校旗返納（下田小）

＊地域の方々も、サテライト
会場で、式典の様子をご覧い
ただきました。（下田小）↓

← ＊式典終了後、子ど
もたちから先生方へ、サ
プライズの贈り物があり
ました。（下田小）

↑ ＊浮島小全校児童からのメッセージ

校旗返納（浮島小）

← ＊地域の方々も、サテライト会場で、式
典の様子をご覧いただきました。（浮島小）

↑ ＊式典終了後、来校者全員での写
真撮影が行われました。（浮島小）

↑ ＊下田小全校児童からのメッセージ

令 和 ３ 年 ３ 月 ３ ０ 日
教 育 委 員 会 議 資 料
学校教育課学校規模対策チーム

１ 下田小学校・浮島小学校「閉校式」について

久留米市立下田小・浮島小・城島小学校の統合について

その他１－1



令和３年４月から児童が増えることに備えて工事をしておりました、城島小学校施設
の改修やスクールバス発着場の設置は、以下の写真のとおり完了いたしました。
令和３年度は、正門等の安全対策や学童保育所の増設工事を行います。

■スクールバス発着場■■少人数教室■
（パソコン室の一部を改修）

■特別教室棟トイレ■
（理科準備室の一部を改修）

■図工室■
（空調や可動式黒板を設置し、少人数教室としても
使用できるように改修）

■３校の歴史年表■
正面玄関のロビーに、３校の歴史を記し

た年表を設置しました。

２ 城島小学校施設改修とスクールバス発着場等の整備について

統合式は、令和３年４月６日（火）の離任式、赴任式と始業式の間の時間帯で実施する
予定です。

３ 「統合式」について

○次第（予定）
１ 開式のことば
２ 市⾧あいさつ
３ 児童代表のことば
４ 校⾧あいさつ
５ 閉式のことば

その他１－2
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